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総合評価落札方式に係る技術資料の作成要領 

 

工事名：桜島学校新築給排水衛生設備工事（１工区・２工区）【共通】  

１．様式の記入要領 

評 価 項 目 様 式 記 入 要 領 ・ 添 付 資 料 

① 

企 
 

業 
 

の 
 

施 
 

工 
 

能 
 

力 

ア 過去１０年間（年

度）における同種工

事の施工実績の状況 

 

様式１ ① 同種工事とは、延べ面積が１，５００平方メートル以

上の鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の

建築物で、新築、増築又は改築の給排水衛生設備工事 

② 上記のうち、平成２７年４月１日～令和７年３月３１日

までの１０年間に完成した契約金額１億５千万円以上の元

請工事完成実績（JV の場合は出資比率が１５％以上あるも

の）について記入すること。   

  なお、複数の実績がある場合は、直近の２件について記

入すること。 

③ 施工方式は、単独施工の場合は「単独」、共同企業体施工 

の場合は「JV」と記入すること。 

④ 出資比率は、共同企業体施工の場合は、出資比率(％)を 

記入すること。 

⑤ 代表者等は、共同企業体施工の場合において、代表者の

場合は「代表」構成員の場合は「構成」と記入すること。 

⑥ CORINS の「登録内容確認書」又は「竣工時工事カルテ 

受領書及び工事カルテ」の写し、若しくは、発注機関から 

の施工証明等、工事実績が確実に確認できる書類を添付す

ること。 

 

イ 本市が発注した管

工事における過去 

１０年間(年度)に完

成した工事の成績評

定点と別表２の年度

別評定平均点との差

の工事１件当たりの

平均値 

 

様式２ ① 本市（公営企業を除く）が発注した管工事のうち、 

 平成２７年４月１日から令和７年３月３１日までの期間 

 に完成した全ての元請工事完成実績について記入するこ

と。 

② 評定点は、工事成績通知書の評定点を記入すること。 

③ 評定平均点は、記載した工事全部の完成年度の年度別 

 平均点を別表２（公告に有）から記入すること。 

④ 差分は評定点から評定平均点を引いて記入すること。 

⑤ 平均値は、記載した工事全部の差分を足して、記載した

工事件数で割った数値を記入すること。（小数点以下第２位

を四捨五入） 

 

ウ 品質マネジメントシステム

（ISO 9001）の取得

状況 

 

様式９ 

 

① 本公告日現在における、「ISO9001」の取得状況について 

記入すること。 

② 取得している場合には、認定登録証の写しを添付するこ

と。登録証だけで適用サービスが確認できない場合は、付

属書も添付すること。 
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評 価 項 目 様 式 記 入 要 領 ・ 添 付 資 料 

エ 国、県又は本市に

おける過去１０年間

(年度)の企業表彰実

績 

 

様式３ ① 平成２７年４月１日から令和７年３月３１日までの１０

年間に完成した単独の元請又は共同企業体の構成員(出資比

率１５％以上)として完成した管工事において、国土交通行

政功労表彰、鹿児島県（土木部・農政部・環境林務部）優

良工事等表彰実施要領に基づく優良工事表彰又は鹿児島市

優良工事等表彰の実績について記入すること。 

ただし、本公告日までに表彰を受けているものに限る。（表

彰決定通知等含む。） 

 なお、複数の実績がある場合は、直近の２件について記

入すること。 

② 表彰状の写し（申請日までに表彰状を受け取っていない

場合は、表彰決定通知書等の写し）及び当該工事の工種が

確認できる CORINS の「登録内容確認書」又は「竣工時工

事カルテ受領書及び工事カルテ」等の書類を添付するこ

と。 

 

オ 本市が制限付き一

般競争入札で発注し

た管工事における受

注状況 

 

様式４ ① 本公告の入札参加申込期限の日までにおいて、本市（公

営企業を除く）が制限付き一般競争入札で発注した管工事

で、１．元請工事として当年度受注の有無、２．当年度受

注がない場合において、元請工事として前年度又は前々年

度の受注の有無、若しくは、前年度以前から当年度にかか

る継続工事（当年度完了分も含む）がある場合の有無につ

いて該当するものはすべて記入すること。 

② 受注有の場合（共同企業体（代表又は構成員）で受注し

た工事も含む）、受注した工事、請負金額（JV の場合は全

体金額）、工期を記入すること。 

③ 当年度受注がない場合において、別表１（公告有）にあ

る該当するすべての配点を合計する。 

④ CORINS の登録確認書等の写しは不要。 

 

カ 過去１年間の指名

停止等の状況 

 

様式９ 本公告日の直前１年間（令和６年４月１１日から令和７年

４月１０日）に指名停止又は入札参加除外措置を受けた期間

がある場合に記入する。 

（※指名停止等の月数×0.1 を減点する。ただし、１か月に満たな

い場合は１か月とする。） 

 

 

 

  



 3 

 

 

評 価 項 目  様 式 記 入 要 領 ・ 添 付 資 料 

② 

配 
 

置 
 

技 
 

術 
 

者 

ア 過去１０年間（年

度）における同種工

事の施工経験の状況 

 

様式５ 

  

 

① 同種工事とは、延べ面積が１，５００平方メートル以 

上の鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の

建築物で、新築、増築又は改築の給排水衛生設備工事 

② 本工事に配置予定の技術者が有する施工経験（監理技術

者、主任技術者、現場代理人に限る。）のうち、平成２７年

４月１日から令和７年３月３１日までの１０年間に完成し

た同種工事（JV の場合は出資比率が１５％以上のもの）の

実績について記入すること。 

なお、複数の実績がある場合は、直近の２件について 

 記入すること。 

③ 工期には、当該工事の全体の工期を記入し、従事期間に

は、配置予定技術者が実際に従事した期間を記入するこ

と。 

④ 従事役職は、当該工事における配置予定技術者の役職を

記入すること。 

⑤ 施工方式は、単独施工の場合は「単独」、共同企業体施工

の場合は「JV」と記入すること。 

⑥ 出資比率は、共同企業体施工の場合は、出資比率(%)を記

入すること。 

⑦ 代表者等は、共同企業体施工の場合において、代表者の

場合は「代表」、構成員の場合は「構成」と記入すること。 

⑧ CORINS の「登録内容確認書」又は「竣工時工事カルテ

受領書及び工事カルテ」の写し、若しくは、発注機関から

の施工証明等、工事実績が確実に確認できる書類を添付す

ること。 

⑨ 全体工期の半分以上従事した工事のみ対象とする。 

 

イ 本市が発注した管

工事における過去 

１０年間(年度)に完

成した工事の成績評

定点と別表２の年度

別評定平均点との差

の工事１件当たりの

平均値 

 

様式６ ① 本工事に配置予定の技術者が有する施工経験（監理技術

者、主任技術者、現場代理人に限る。）のうち、本市（公営

企業を除く）が発注した管工事で、平成２７年４月１日か

ら令和７年３月３１日までの期間に完成した全ての元請工

事完成実績について記入すること。 

② 従事役職には、当該工事における配置予定技術者の役職 

を記入すること。 

③ 評定点は、工事成績通知書の評定点を記入すること。 

④ 評定平均点は、記載した工事全部の完成年度の年度別 

平均点を別表２（公告に有）から記入すること。 

⑤ 差分は、評定点から評定平均点を引いて記入すること。 

⑥ 平均値は、記載した工事全部の差分を足して、記載した 

工事件数で割った数値を記入すること。（小数点以下第２位

を四捨五入） 

⑦ 施工実績について、当該工事における配置技術者である 

ことが確認できる工程表等の写しを添付すること。 

⑧ 全体工期の半分以上従事した工事のみ対象とする。 
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評 価 項 目  様 式 記 入 要 領 ・ 添 付 資 料 

ウ 国、県又は本市に

おける過去１０年間

（年度）の表彰実績 

 

様式７ ① 平成２７年４月１日から令和７年３月３１日までの１０

年間に完成した管工事において、国土交通省の各地方整備

局の優秀現場代理人・主任（監理）技術者又は若手優秀技

術者表彰、鹿児島県（土木部・農政部・環境林務部）優良

工事等表彰実施要領に基づく優秀技術者表彰又は鹿児島市

優良工事等表彰の実績について記入すること。 

 ただし、本公告日までに表彰を受けているものに限る。

（表彰決定通知等含む。） 

 なお、複数の実績がある場合は、直近の２件について記

入すること。 

② 表彰を受けた工事の施工時点に所属していた会社が該当

するものに○を記入すること。 

③ 表彰状の写し（申請日までに表彰状を受け取っていない

場合は、表彰決定通知書等の写し）及び当該工事の工種が確

認できる CORINS の「登録内容確認書」又は「竣工時工事カ

ルテ受領書及び工事カルテ」等の書類を添付すること。 

 

エ 担い手育成加算

（条件付き加算） 

 

 様式８ ① 加算を希望する項目のいずれか一つに○を記入するこ

と。加算を希望する項目については、年齢や性別確認のた

め、健康保険・厚生年金保険資格取得確認及び標準報酬決

定通知書（以下「標準報酬決定通知書」という。）等の写し

を提出すること。 

② 令和７年４月１日現在の満年齢を記入すること。 

 告示別表１の評価基準の満年齢区分は生年月日が次の者と

する。 

 ・満 40 歳未満：昭和 60 年 4 月 3 日以降の者 

 ・満 40 歳以上 45 歳未満： 

   昭和 55 年 4 月 3 日から昭和 60 年 4 月 2 日までの者 

 ・満 45 歳以上：昭和 55 年 4 月 2 日までの者 

③ 配置予定技術者について、令和２年４月１日から令和７

年３月３１日までにおいて、本市（公営企業を除く）が発

注した管工事の完成した工事の従事実績（監理技術者、主

任技術者、現場代理人に限る。）、または、国若しくは鹿児

島県から受けた表彰の実績について記入すること。 

③ 従事実績について、当該工事における配置技術者である

ことが確認できる工程表等の写しを添付すること。 

④ 表彰実績について、表彰状の写し（申請日までに表彰状

を受け取っていない場合は、表彰決定通知書等の写し）及

び当該工事（令和２年４月１日から令和７年３月３１日ま

での５年間に完成した管工事）の受注・施工が確認できる

CORINS の「登録内容確認書」又は「竣工時工事カルテ受

領書及び工事カルテ」等の書類を添付すること。 

オ 過去１年間(年度)

のＣＰＤ単位取得状

況 

 

様式８ 令和６年４月１日から令和７年３月３１日までに建築士会

や建築設備士関係団体ＣＰＤ協議会等のＣＰＤ制度を実施し

ている団体の発行するＣＰＤ実績証明書の写しを添付するこ

と。 
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評 価 項 目  様 式 記 入 要 領 ・ 添 付 資 料 

③ 

地 

域 

貢 

献 

・ 

社 

会 

性 

ア 大規模災害時にお

ける応急対策業務に

関する協定を締結し

ている団体への加入

状況等 

 

様式９ ① 大規模災害時における応急対策業務に関する協定を締結

している団体への加入状況等について記入すること。 

② 加入している場合は、加入団体名を記入すること。 

③ 加入しており、かつ、前年度又は当年度に、本市又は当

該団体が主催の大規模災害に備えた防災訓練に、加入団体

の構成員として参加した場合には、参加した訓練名を記入

すること。 

 

イ 環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

（ ISO14001）等の

取得状況 

 

様式９ ① 本公告日現在における、「ISO14001」等の取得状況につ

いて記入すること。 

② 取得している場合には、登録証又は認定証等の写しを添

付すること。登録証だけで適用サービスが確認できない場

合は、付属書も添付すること。 

③ 「ISO14001」を取得している場合は、「エコアクション 

２１」以下の欄は記入不要。 

 

ウ 直前１年間におけ

るボランティア活動

による地域貢献の実

績 

 

様式９ ①  本公告の日の直前１年間（令和６年４月１１日から令和

７年４月１０日）に事業所として実施した本市内の公共施

設等へのボランティア活動（ただし、競技大会や賞品があ

るものは除く）について記入すること。 

② 活動場所は鹿児島市内の公共施設等に限る。 

③ 対象となる活動内容例 

・道の日、橋の日、海の日等の愛護活動 

・道路、河川、水路、海岸、学校等の清掃作業（本社等の

軒先部分のみの清掃など、社会通念上ボランティア清掃

と言い難いものを除く。） 

・学校、社会福祉施設等の設備点検・補修（無償のものに

限る） 

・公園施設等の遊具点検・補修（無償のものに限る） 

・学校行事、地域のイベント活動等に係る会場設営、重機

提供等 

・通学路等の安全パトロール（複数日実施でも１回とみな

す。） 

・行方不明者の捜索活動 

・インターンシップの受入 

④ 実施したものについては、新聞記事（記事の部分だけで

なく掲載紙、掲載日が確認できるもの）、主催者・管理者等

からの証明書（任意様式で可）、写真（日付のあるもの）な

ど、活動内容及び活動場所等が確認できるものを添付する

こと。（事業所自身で作成した証明書は不可。また、主催

者、管理者等がいる場合は、写真のみの添付は不可。） 
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評 価 項 目  様 式 記 入 要 領 ・ 添 付 資 料 

エ 障害者の雇用状況 

 

様式９ ① 本公告日現在における障害者の雇用状況について記入す

ること。 

② 法定雇用義務がある場合は、①の記載内容を確認できる

地方労働局等に提出した「障害者雇用状況報告書」の写し

（受付印が押印してあるもの又は電子申請によるものは登

録完了の確認できる書類）と障害者手帳の写し及び社員で

あることが確認できる標準報酬決定通知書等の写しを添付

すること。 

③ 法定雇用義務がない場合で、障害者を雇用している場合

は、障害者手帳の写し及び社員であることが確認できる標

準報酬決定通知書等の写しを添付すること。 

④ 後期高齢者医療制度に該当し、社員であることが確認で

きる標準報酬決定通知書等の写しが添付できない場合は、

事業所名の記載がある直近３ヵ月分の出勤簿・給与明細等

の書類を添付すること。 

⑤ 法定雇用率は２．５％とする。 

 

 

オ 過去５年間におけ

る新規学卒者の雇用 

 

様式９ ① 本公告日現在の新規学卒者の雇用状況を記入すること。 

② 「新規学卒者」とは、学校教育法に規定する学校又は専

修学校を卒業し、令和２年４月１日から令和７年３月３１

日までに雇用された者（卒業から３年以内に雇用）で、本

公告日現在常用雇用している者を対象とする。 

③ 卒業証明書の写し及び社員であることが確認できる標準

報酬決定通知書等の写しを添付すること。 

 

カ 鹿児島県協力雇用

主会等への登録 

 

様式９ ① 本公告日現在の鹿児島県協力雇用主会又はＮＰＯ法人鹿

児島県就労支援事業者機構（二種会員）への登録状況を記

入すること。 

② 証明書は不要。 

 

２．留意する事項 

(1) 技術資料は、パソコンでデータ入力し出力したもの又は容易に消去することができない筆記用具で

記載したもので提出すること。 

 

(2) 提出後の技術資料の修正は、提出期間内に限り認める。ただし、技術資料に不明な点がある場合は、

追加資料を求める場合がある。 

 

(3) 「専任配置予定の技術者等調書」及び技術資料に記入した配置予定技術者は、病気、退職等の極め

て特別な理由がない限り変更できない。 

 

 

 


